
                                   

      幸手市雨水貯留槽設置費等助成金交付要綱          

                                   

  （目的）                             

 第１条 この要綱は、浄化槽を雨水貯留施設に転用し、又は新たに雨水貯 

  留施設等を設置し、雨水の有効利用を行う者に対し、予算の範囲内で市 

  がその費用の一部を助成することにより、資源の有効利用及び雨水の地 

  中浸透を積極的に推進し、都市気象の緩和と雨水の流出抑制を図り、資 

  源の有効利用と水害対策に資することとを目的とする。        

  （定義） 

 第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に 

  定めるところによる。 

  （１）浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規 

   定する浄化槽で、同法第５条第１項の規定による設置等の届け出の審 

   査又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定 

   による確認を受けたものをいう。 

  （２）排水設備 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１０条第１項 

   に規定する排水設備で、幸手市下水道条例（平成２年条例第１９号） 

   の定めるところにより設置するものをいう。 

  （３）雨水貯留施設等 敷地内に降った雨水を貯留する雨水貯留槽（浄 

   化槽の再利用したもの又は市販されている雨水貯留施設に限る。以下 

   同じ。）及び雨水貯留槽に関連する給排水設備で、雨水を中水道等と 

   して利用するための施設をいう。       

  （対象者）                            

 第３条 助成の対象者は、市の区域内に存する建築物（国、地方公共団体 

その他公共団体又はこれらに準じるものが所有する建築物を除く。）に雨 



水貯留施設等を設置する者で、次に定める要件のいずれにも該当するもの 

とする。 

  （１）自らの負担で、排水設備を設置することにより、不用となった浄化

槽を雨水貯留施設に転用するための工事（以下「改造工事」という。）

を行う又は雨水貯留施設を設置するために雨水貯留槽を購入している

こと。 

  （２）雨水貯留施設等を設置する建築物を、売買を目的に所有していない

こと。 

  （３）雨水貯留施設等を設置する建築物を所有又は使用していること。 

   （助成金の額）                          

第４条 助成金の額は、次に定める額とする。ただし、助成額に１００円未

  満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。       

（１）浄化槽を雨水貯留施設に転用する場合は、その改修工事１件につき

３５，０００円とする。                    

（２）雨水貯留施設を設置するために雨水貯留槽を購入する場合は、貯留

槽１基につき購入及び設置に要する費用の２分の１以内の額とする。 

ただし、２０，０００円を限度額とし、建築物１棟につき２基までとす

る。    

（助成金の交付申請）                        

第５条 助成金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、

 幸手市雨水貯留槽設置費等助成金交付申請書（様式第１号）を市長に提出

 しなければならない。 

  （助成金の交付決定等） 

 第６条 市長は前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、当該 

  申請に係る助成金の交付を適当と認めるときは、幸手市雨水貯留槽設置 

  費等助成金交付決定通知書（様式第２号）により、交付を不適当と認め 



  るときは、幸手市雨水貯留槽設置費等助成金交付却下通知書（様式第３ 

  号）により、当該申請者に通知するものとする。           

  （変更の届出）                          

 第７条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「助成対象者」

  という。）は、改造工事又は貯留槽の購入計画を変更しようとするときは、

  改造工事・貯留槽購入計画変更届（様式第４号）を市長に提出 

  し、その承認を得なければならない。 

  （申請の取下げ）                         

 第８条 申請者又は助成対象者は、助成金の交付申請を取下げようとする 

  ときは、幸手市雨水貯留槽設置費等助成金交付申請取り下げ届出書（様 

  式第５号）を市長に提出しなければならない。 

  （改造工事の確認等）                       

 第９条 助成対象者は、改造工事又は貯留槽の購入が完了したときは、す 

  みやかに改造工事・貯留槽購入完了確認申請書様式第６号）及び幸手市 

雨水貯留槽設置費等助成金交付請求書（様式第７号）を市長に提出し、 

  確認を受けなければならない。 

  （助成金の交付）                         

 第１０条 市長は、前条の確認後、改造工事が助成金の交付決定の内容に 

  適合すると認めるときは、助成対象者の請求に基づき、助成金を交付す 

  るものとする。                          

  （決定の取り消し）                        

 第１１条 市長は、助成対象者が次に該当すると認められるときは、助成 

  金の交付決定を取り消すことができる。               

 （１）偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。     

 （２）助成金を他の用途に使用したとき。               

 （３）その他この要綱の規定に違反したとき。             



  （助成金の返還）                         

 第１２条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合 

  において、既に助成金が交付されているときは、期間を定めてその返還 

  を命ずることができる。                      

  （補則）                             

 第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め 

  る。                               

     附 則                          

この要綱は、平成１５年８月１日から施行する。 

     附 則（令和４年３月３１日告示第６２号）           

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

    附 則（令和４年１２月５日告示第２１５号）        

この告示は、公布の日から施行する。 

 

     

 


